
取
組
み
を
推
進
し
ま
し
た
。

　

総
合
収
支
の
決
算
残
金
4
・
0
億
円
に
つ
い
て
は
、
2
・
3
億
円
を
法
定

準
備
金
に
積
み
立
て
た
う
え
で
残
額
1
・
7
億
円
を
繰
越
剰
余
金
と
な
る
「
別

途
積
立
金
」
と
し
て
積
み
立
て
、
留
保
し
ま
す
。

　

こ
の
結
果
、各
勘
定
の
期
末
積
立
金
は
、「
法
定
準
備
金
」
が
26
・
5
億
円
（
対

前
年
度
比
2
・
3
億
円
）、「
別
途
積
立
金
」
が
13
・
0
億
円
の
取
り
崩
し
を

含
め
9
・
2
億
円
（
同
▲
11
・
3
億
円
）
と
な
り
ま
し
た
。

　

今
後
の
保
険
料
率
を
考
え
る
う
え
で
最
大
の
支
出
で
あ
る
給
付
費
と
納

付
金
（
高
齢
者
医
療
へ
の
負
担
金
）
は
、
今
後
と
も
着
実
な
増
加
が
見
込
ま

れ
、
保
険
料
率
の
引
き
上
げ
は
不
可
避
の
状
況
に
変
わ
り
は
あ
り
ま
せ
ん
。

と
り
わ
け
昨
今
の
高
齢
者
医
療
の
論
議
に
お
い
て
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
の

１
０
０
％
総
報
酬
制
へ
の
移
行
（
当
健
保
で
は
約
9
億
円
の
負
担
増
）
に
つ
い

て
は
、
27
年
度
導
入
の
可
能
性
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

健
康
保
険
組
合
連
合
会
（
健
保
連
）
が
ま
と
め
た
約
１
４
０
０
あ
る
健
保

組
合
全
体
（
平
成
25
年
度
予
算
ベ
ー
ス
）の
健
康
保
険
の
平
均
料
率
は
86
‰
（
当

健
保
組
合
は
78
‰
）
で
あ
り
、
一
方
、
収
支
を
均
衡
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
料

率
（
収
支
均
衡
料
率
）
は
97
‰
（
当
健
保
組
合
は
75
‰
）、
そ
の
差
（
不
足
分
）

は
11
‰
あ
り
（
こ
の
差
に
よ
る
赤
字
額
は
４
６
０
０
億
円
規
模
）、
さ
ら
に
こ

の
収
支
均
衡
料
率
は
２
年
後
の
平
成
27
年
度
に
は
１
０
０
‰
の
大
台
を
超
え
る

と
い
う
、
誠
に
厳
し
い
予
測
を
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
下
、
先
の
組
合
会
で
論
議
し
た
当
健
保
の
健
康
保
険
料

率
の
今
後
の
予
測
は
次
の
通
り
で
す
。

　

保
険
料
率
水
準
に
つ
い
て
は
、
今
後
も
諸
情
勢
を
勘
案
の
上
、
適
切
か
つ
機

動
的
な
対
応
が
で
き
る
よ
う
、
検
討
を
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

　

平
成
24
年
度
の
保
険
料
収
入
は
、
保
険
料
率
を
63
‰
か
ら
68
‰
へ
5
ポ
イ
ン

ト
の
引
き
上
げ
を
行
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
比
9
・
6
％
の
増
加
と

な
り
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
高
齢
者
納
付
金
の
支
出
の
大
幅
な
増
加
（
前
年
度
比
12
・
6
％

増
）
等
に
よ
り
、
経
常
収
支
は
前
年
度
比
1
・
5
億
円
改
善
し
た
も
の
の
10
・

2
億
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
。
な
お
、
別
途
積
立
金
繰
入
13
・
0
億
円
等

を
含
め
た
総
合
収
支
は
4
・
0
億
円
の
黒
字
を
確
保
し
て
い
ま
す
。

　

経
常
収
入
の
大
宗
を
占
め
る
保
険
料
収
入
は
、
被
保
険
者
一
人
当
た
り
の
年

間
報
酬
総
額
が
や
や
低
下
し
た
も
の
の
、
保
険
料
率
の
引
き
上
げ
や
平
均
被
保

険
者
数
の
増
加
に
よ
り
前
年
度
比
で
10
・
1
億
円
、
9
・
6
％
増
加
の
１
１
5
・

0
億
円
と
な
り
、
経
常
収
入
も
ほ
ぼ
保
険
料
収
入
の
増
加
分
、
拡
大
し
ま
し
た
。

　

保
険
給
付
費
は
総
額
57
・
8
億
円
で
、
前
年
度
比
2
・
0
億
円
、
3
・

5
％
の
増
加
と
な
り
、
被
保
険
者
一
人
当
た
り
の
給
付
費
は
前
年
度
比
1
・

7
％
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
内
訳
と
し
て
は
、
法
定
給
付
費
の
増
加
率
は

4
・
8
％
で
し
た
が
、
付
加
給
付
費
に
つ
い
て
は
平
成
23
年
4
月
に
実
施
し

た
制
度
改
定
（
自
己
負
担
限
度
額
の
引
き
上
げ
）
に
よ
る
減
少
が
24
年
度
も
一

部
寄
与
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、前
年
度
比
20
・
6
％
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。　

　

な
お
、
医
療
費
適
正
化
に
つ
い
て
は
、
24
年
度
も
引
き
続
き
レ
セ
プ
ト
点

検
や
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
切
替
促
進
へ
の
取
組
み
を
進
め
ま
し
た
。

　

次
に
納
付
金
等(

高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
負
担
金)

の
う
ち
、
前
期
高
齢
者

納
付
金
は
前
年
度
比
4
・
2
億
円
増
の
23
・
7
億
円
、
後
期
高
齢
者
支
援
金

は
1
・
6
億
円
増
の
26
・
7
億
円
、
退
職
者
給
付
拠
出
金
は
0
・
8
億
円
増

の
7
・
5
億
円
と
な
り
、
全
体
で
は
6
・
5
億
円
増
の
58
・
0
億
円
（
12
・

6
％
増
）
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
納
付
金
等
の
収
入
保
険
料
に
対
す
る
割
合

は
半
分
に
あ
た
る
50
・
4
％
で
あ
り
、
財
政
圧
迫
の
最
大
の
要
因
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

各
健
保
組
合
の
独
自
事
業
で
あ
る
保
健
事
業
の
総
額
は
、
前
年
度
比
若
干

増
の
8
・
8
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
当
健
保
組
合
は
従
来
か
ら
健
診
等
の
疾

病
予
防
事
業
に
資
源
を
集
中
し
、
ま
た
24
年
度
は
特
定
健
診
・
指
導
制
度
の

第
１
期
の
最
終
年
度
に
あ
た
り
、
予
定
ど
お
り
厚
生
労
働
省
の
基
準
に
沿
っ
た

保険料収入
11,497百万円

納付金
5,795百万円

保険給付費
5,782百万円

法定給付費
5,565百万円（43.5％）
付加給付費
217百万円（1.7％）

前期高齢者納付金
2,374百万円（18.5％）
後期高齢者支援金
2,668百万円（20.8％）
退職者給付拠出金
753百万円（5.9％）

経常収入合計　11,517百万円
13,209百万円合計

収入収入
経常支出合計　12,539百万円

12,808百万円合計
支出支出

納付金
5,795百万円

保険給付費
5,782百万円

法定給付費
5,565百万円（43.5％）
付加給付費
217百万円（1.7％）

前期高齢者納付金
2,374百万円（18.5％）
後期高齢者支援金
2,668百万円（20.8％）
退職者給付拠出金
753百万円（5.9％）

保険料収入
11,497百万円

45.1％

87.0％

0.6％

0.2％

6.9％

2.1％

1.9％

9.8％

1.1％

45.2％

事務費
76百万円

（－）

保健事業費
880百万円

財政調整事業拠出金・
その他経常外支出
269百万円

その他経常支出
5百万円

その他経常収入
20百万円

財政調整事業交付金・
その他経常外収入
142百万円

繰入金
1,300百万円

調整保険料収入
249百万円

経常収支　前年度比較 （単位：億円　%）

＊

主要項目
平成
23
年度

平成
25
年度

（予算）

平成
24
年度

対前年
増減額

対前年
増減率

（+）

（－）

（－）

（－）

（－）

経常収支
差 引 額

保  険  料
（保険料率）

事　務　費

保険給付費

納　付　金
（拠出金）

保健事業費

104.9
（63.0‰）

0.8

55.9

51.4

8.8

▲ 11.7

132.1
（78.0‰）

1.0  

60.1  

56.8  

9.3  

5.0  

115.0  
（68.0‰）

0.8  

57.8  

58.0  

8.8  

▲ 10.2  

10.1  
（5.0‰）

▲ 0.1  

2.0  

6.5  

0.0  

1.5  

9.6    
（7.9）

▲ 8.5  

3.5  

12.6  

0.6  

－

＊保険給付費の平成 25 年度予算値は、予算策定前提の平成 24
年度見込が大幅に下回ったため、下方修正した見込を表示。

＜参考＞

経常収支差引額と内部留保残高の推移（単位：億円）
＜参考＞

＜内部留保＞

経常収支差引額

平成20
年度

平成22
年度

平成21
年度

平成23
年度

平成24
年度

平成25
年度見込

▲ 1.7 ▲ 2.7 ▲ 8.7 ▲ 11.7 ▲ 10.2 5.0

別途積立金残高

法定準備金残高 19.8 
44.5

20.8 
42.3

22.0 
33.4

24.2 
20.5

26.5 
9.2

26.5 
15.0

組合状況
年　　度 平成23年度 平成24年度 増　減

63.0/1000
25,132 人
22,360 人

0.89 人
40.92 歳

414,925 円

健 康 保 険 料 率

被保険者数（3月末）

被扶養者数（3月末）

扶 養 率

被保険者平均年齢

平 均 報 酬 月 額

68.0/1000
24,966 人
21,813 人

0.87 人
41.35 歳

416,608 円

+5.0/1000
 ▲ 166 人
 ▲ 547 人
▲ 0.02 人
+0.43 歳

+1,683 円

決
算
の
お
知
ら
せ
と

今
後
の
対
応
に
つ
い
て

平成24年度

７
月
16
日
開
催
の
組
合
会
で
平
成
24
年
度
決
算
が
承
認
さ
れ
、

今
後
の
健
康
保
険
料
率
等
に
関
し
て
論
議
が
さ
れ
ま
し
た
の
で
、
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

（％は総額に占める割合）

別
途
積
立
金
を
一
部
取
り
崩
す
等
に
よ
り
、
料
率
は
78
‰
に
据
え
置
く
。

後
期
高
齢
者
支
援
金
の
１
０
０
％
総
報
酬
制
導
入
等
に
よ
り
大
幅
な
料

率
引
き
上
げ
が
必
要
だ
が
、
法
定
準
備
金
の
取
り
崩
し
等
に
よ
り
84
‰

水
準
を
見
込
む
。

収
支
均
衡
料
率
は
92
‰
が
必
要
だ
が
、
90
‰
の
水
準
を
見
込
む
（
こ
の
時

点
の
健
保
連
の
収
支
均
衡
料
率
の
平
均
は
１
０
４
‰
水
準
が
予
測
さ
れ
て

い
る
）。

平成
26
年度

平成
27
年度

平成
28
年度 決

算
の
概
要

今
後
の
対
応
に
つ
い
て

は
じ
め
に

―
24
年
度
決
算
収
支
に
つ
い
て

経
常
収
入

内
部
留
保

経
常
支
出

当健保組合と健保連（約1400健保）の
健康保険料率の推移

平成24
年度実績

平成23
年度実績

平成25
年度予算

平成26
年度予測

平成27
年度予測

平成28
年度予測

110

100

90

80

70

60

（‰）

＜86＞

＜93＞

健保連の収支均衡
料率の平均

（79）

（83）

＜70＞

＜74＞

（63）

（68）

＜97＞

（86）

＜75＞

（78）

＜99＞

＜82＞

（78）

＜102＞

＜89＞

（84）

＜104＞

＜92＞

（90）

健保連の予測

料率据え置きの見込み

健保連の適用料率
の平均

当健保の収支均衡料率
当健保の適用料率

平成24年度 健康保険 収支概要

色文字の項目
…経常収入
　経常支出

黒文字の項目
…経常外収入
　経常外支出


